
非常勤職員の災害補償に関する条例 等の一部を改正する条例を公布す

る。  

令和２年２月 21日  

大阪広域水道企業団  

企業長  永藤  英機  

大阪広域水道企業団条例第３号  

非常勤職員の災害補償に関する条例 等の一部を改正する条

例  

（非常勤職員の災害補償に関する条例の一部改正）  

第１条  非常勤職員の災害補償に関する条例（平成 23年大阪広域水道企

業団条例第 26号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。  

改 正 後  改 正 前  

（ 定 義 ）  （ 定 義 ）  

第 ２ 条  （ 略 ）  第 ２ 条  （ 略 ）  

２ ・ ３  （ 略 ）  ２ ・ ３  （ 略 ）  

４  （ 略 ）  ４  （ 略 ）  

(１ )・ (２ ) （ 略 ）  (１ )・ (２ ) （ 略 ）  

(３ )  前 ２ 号 に 掲 げ る 者 以 外 の 者 又 は
前 ２ 号 の 方 法 に よ っ て 計 算 し た 補 償
基 礎 額 が 公 正 を 欠 く と 認 め ら れ る 者
（ 次 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。） 次 条 の
実 施 機 関 が 企 業 長 と 協 議 し て 定 め る
金 額  

(３ )  前 ２ 号 に 掲 げ る 者 以 外 の 者 又 は
前 ２ 号 の 方 法 に よ っ て 計 算 し た 補 償
基 礎 額 が 公 正 を 欠 く と 認 め ら れ る 者  

  次 条 の 実 施 機 関 が 企 業 長 と 協 議 し
て 定 め る 金 額  

(４ )  給 料 を 支 給 さ れ る 職 員  法 第 ２
条 第 ４ 項 に 規 定 す る 平 均 給 与 額 の 例
に よ り 次 条 の 実 施 機 関 が 企 業 長 と 協
議 し て 定 め る 金 額  

 

５ ～ ７  （ 略 ）  ５ ～ ７  （ 略 ）  

（大阪広域水道企業団職員の分限に関する条例の一部を改正する条例

の一部改正）  

第２条  大阪広域水道企業団職員の分限に関する条例の一部を改正する

条例（平成 31年大阪広域水道企業団条例第２号）の一部を次のように

改正する。  

第２条の表中大阪広域水道企業団職員の分限に関する条例（平成 23

年大阪広域水道企業団条例第 12号）第４条の改正規定について、次の

表のように改正する。  

改 正 後  改 正 前  

（ 休 職 の 効 果 ）  （ 休 職 の 効 果 ）  

第 ４ 条  法 第 28条 第 ２ 項 第 １ 号 の 規 定 に
該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 の 期 間 は 、休

第 ４ 条  法 第 28条 第 ２ 項 第 １ 号 の 規 定 に
該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 の 期 間 は 、休



養 を 要 す る 程 度 に 応 じ 、第 ２ 条 の 規 定 に
該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 の 期 間 は 、必
要 に 応 じ 、い ず れ も ３ 年 を 超 え な い 範 囲
内 に お い て 、そ れ ぞ れ 個 々 の 場 合 に つ い
て 、 企 業 長 が 定 め る 。  

養 を 要 す る 程 度 に 応 じ 、第 ２ 条 の 規 定 に
該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 の 期 間 は 、必
要 に 応 じ 、い ず れ も ３ 年（ 非 常 勤 職 員（ 法
第 28条 の ５ 第 １ 項 、第 28条 の ６ 第 ２ 項 、
地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律
（ 平 成 ３ 年 法 律 第 110号 ）第 18条 第 １ 項
又 は 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関
する条 例（ 平 成 23年 大 阪 広 域 水 道 企 業 団
条 例 第 11号 ）第 ４ 条 各 項 の 規 定 に よ り 採
用 さ れ た 職 員 を 除 く 。以 下 同 じ 。）に あ
っ て は 、１ 年 ）を 超 え な い 範 囲 内 に お い
て 、そ れ ぞ れ 個 々 の 場 合 に つ い て 、企 業
長 が 定 め る 。  

２ ・ ３  （ 略 ）  ２ ・ ３  （ 略 ）  

４  非 常 勤 職 員（ 法 第 28条 の ５ 第 １ 項 、第
28条 の ６ 第 ２ 項 、地 方 公 務 員 の 育 児 休 業
等 に 関 す る 法 律（ 平 成 ３ 年 法 律 第 110号 ）
第 18条 第 １ 項 又 は 一 般 職 の 任 期 付 職 員
の 採 用 等 に 関 す る 条 例（ 平 成 23年 大 阪 広
域 水 道 企 業 団 条 例 第 11号 ）第 ４ 条 各 項 の
規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を 除 く 。）に
対 す る 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、
同 項 中「 ３ 年 を 超 え な い 範 囲 内 」と あ る
の は「 法 第 22条 の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り
企 業 長 が 定 め る 任 期 の 範 囲 内 」と す る 。 

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。  

改 正 後  改 正 前  

   附  則     附  則  

こ の 条 例 は 、平 成 31年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行
す る 。た だ し 、第 ２ 条 の 規 定 は 、令 和 ２ 年
４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

こ の 条 例 は 、平 成 31年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行
す る 。た だ し 、第 ２ 条 の 規 定 は 、平 成 32年
４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する 条

例及び人事行政の運営等の状況の公表に関する条 例の一部を改正する条

例の一部改正）  

第３条  外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例及び人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正

する条例（平成 31年大阪広域水道企業団条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第１条の表中外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇

等に関する条例（平成 23年大阪広域水道企業団条例第 15号）第２条の

改正規定について、次の表のように改正する。  

改 正 後  改 正 前  

（ 職 員 の 派 遣 ）  （ 職 員 の 派 遣 ）  

第 ２ 条  （ 略 ）  第 ２ 条  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

(１ ) （ 略 ）  (１ ) （ 略 ）  



(２ ) 非 常 勤 職 員（ 次 号 に 掲 げ る も の を
除 く 。 ）  

(２ ) 非 常 勤 職 員  

(３ )  地 方 公 務 員 法 第 22条 に 規 定 す る
条 件 付 採 用 に な っ て い る 職 員（ 企 業 長
が 定 め る 職 員 を 除 く 。 ）  

(３ )  地 方 公 務 員 法 第 22条 第 １ 項 に 規
定 す る 条 件 附 採 用 に な っ て い る 職 員
（ 企 業 長 が 定 め る 職 員 を 除 く 。 ）  

(４ )・ (５ ) （ 略 ）  (４ )・ (５ ) （ 略 ）  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。  

改 正 後  改 正 前  

   附  則     附  則  

こ の 条 例 は 、令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行
す る 。  

こ の 条 例 は 、平 成 32年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行
す る 。  

附  則  
（施行期日）  

１  この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第２条及び

第３条の規定は、公布の日から施行する。  

（適用区分）  

２  第１条の規定による改正後の非常勤職員の災害補償に関する条例 第

２条の規定は、令和２年４月１日以後に発生した事故に起因する公務

上の災害又は通勤による災害に係る補償 について適用する。  


